
　
予
算
は
、
４
月
１
日
か
ら
翌
年
の
３

月
31
日
ま
で
の
１
年
間
に
、
町
が
ど
ん

な
事
業
に
ど
れ
く
ら
い
の
経
費
を
掛
け

て
行
う
か
を
示
す
も
の
で
、
一
般
会
計

と
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
３
つ
か
ら

な
っ
て
い
ま
す
。

　
第
７
次
矢
巾
町
総
合
計
画
後
期
基
本

計
画
の
最
終
年
度
と
な
る
令
和
５
年
度

の
一
般
会
計
当
初
予
算
は
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
、
既
存
事

業
の
緊
急
性
や
費
用
対
効
果
を
勘
案

し
、
前
年
度
に
対
し
て
７
３
９
０
万
円

増
額
の
１
１
３
億
８
９
０
０
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

　
町
に
入
る
お
金（
歳
入
）に
つ
い
て
、

自
主
財
源
で
あ
る
町
税
は
、
個
人
町
民

税
や
固
定
資
産
税
の
増
収
が
期
待
さ

れ
、
全
体
で
は
約
２
億
７
８
０
０
万
円

の
増
額
と
な
る
見
込
み
で
す
。
自
主
財

源
全
体
で
は
、
前
年
比
約
８
３
０
０
万

円
の
増
額
と
な
り
、
全
体
に
占
め
る
自

主
財
源
の
割
合
は
０・
５
ポ
イ
ン
ト
増

加
し
、
44
・
８
％
と
な
り
ま
し
た
。

　
依
存
財
源
は
、
地
方
消
費
税
交
付
金

や
県
支
出
金
の
増
額
が
見
込
ま
れ
る

一
方
、
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金

の
減
額
が
見
込
ま
れ
、
全
体
で
は
約

９
０
０
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
お
金
の
使
い
道
（
歳
出
）
で
は
、
選

挙
費
や
社
会
福
祉
費
、
児
童
福
祉
費
が

大
幅
な
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
は
、
国
民
健
康
保
険

事
業
な
ど
３
特
別
会
計
で
、
総
額

52
億
８
６
５
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
企
業
会
計
の
上
・
下
水
道
事

業
会
計
は
総
額
で
約
32
億
８
６
０
０
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

■ 

特
別
会
計
・
企
業
会
計
予
算

113113億億8,9008,900万円万円

令和 5 年度 一般会計

限られた財源を有効に活用限られた財源を有効に活用

歳  出
113億8,900
〈単位：万円〉

民 生 費
412,277

（36.2%）

土 木 費
127,586

（11.2%）

衛 生 費
101,516
（8.9%）

総 務 費
146,289

（12.9%）

公 債 費
126,819

（11.1%）

農林水産業費
60,631（5.3%）

教 育 費
93,736

（8.2%）

議会費 13,249（1.2%）
消防費 40,737（3.6%）

商工費 9,001（0.8%）
労働費ほか 7,059（0.6%）

民 生 費

155,283円

土 木 費

48,055円

衛 生 費

38,236円

総 務 費

55,099円

公 債 費

47,766円

教 育 費

35,306円

農林水産業費
令和 5 年度特別会計・企業会計の予算 単位：万円（千円を四捨五入）

特 別 会 計 予 算 額 企 業 会 計 予 算 額

国民健康保険事業 252,051
水道事業

収益的支出 73,152

介護保険事業 249,244 資本的支出 76,111

後期高齢者医療 27,355
下水道事業

収益的支出 112,470

資本的支出 66,848

■ 

一
般
会
計
予
算

■地方交付税…町の財政力に応じて国から配分されるお金
■町債…大きな事業を行うときに借りるお金
■国庫・県支出金…事業に対し国や県から交付される補助金など
■繰入金…積立てした基金を取り崩したお金
■総務費…全般的な事務経費や財産管理、統計調査費、広報経費など
■民生費…高齢者や障がい者、児童などの社会福祉のための経費
■公債費…事業を行うために借りたお金の返済金
■自主財源…町税や繰入金など町が独自に調達できるお金
■依存財源…国や県から交付されるお金や割り当てられた収入

＊　＊　＊　　財　政　用　語　解　説　　＊　＊　＊

消
防
自
動
車
更
新
事
業

消
防
自
動
車
更
新
事
業

３
２
１
６
万
円

　
町
の
中
心
市
街
地
を
活
動
地
域
と
す

る
町
消
防
団
第
２
分
団
第
４
部
の
消
防

自
動
車
の
更
新
を
行
い
ま
す
。 歳  入

113億8,900
〈単位：万円〉

固定資産税固定資産税
181,673181,673

（16.0%）（16.0%）

町　民　税町　民　税
164,273164,273

（14.4%）（14.4%）

町たばこ税ほか
31,167（2.7%）

町　税
377,113

（33.1%）

分担金及び
負担金ほか

76,578（6.8%）
繰入金
56,315（4.9%）

地方交付税
199,500

（17.5%）

国庫支出金
176,113

（15.5%）

県支出金
105,916
（9.3%）

町　債
45,530

（4.0%）

地方消費税交付金ほか
101,835（8.9%）

自主財源（44.8％）
依存財源（55.2％）

【特別会計】町が行う各種事業のうち、保険
や医療などの特定の目的がある会計です。町
の基本的な収支についてまとめた一般会計と
は切り離しており、例えば国民健康保険事業
では国民健康保険税など特定の収入により事
業が成り立っています。
【企業会計】町が受益者からの収入を基に、
企業として経営する事業です。

●解説

●
防
災

●
健
康
づ
く
り

●
子
育
て
支
援

●
公
共
施
設
管
理

大
腸
が
ん
検
診
受
診
率
向
上
事

大
腸
が
ん
検
診
受
診
率
向
上
事
業業

１
５
０
万
円

　
令
和
４
年
度
～
６
年
度
、
成
果
連
動

型
民
間
委
託
契
約
方
式
推
進
交
付
金

（
詳
細
は
３
㌻
）
を
活
用
し
、
受
診
勧

奨
通
知
を
送
付
す
る
な
ど
、
大
腸
が
ん

検
診
の
官
民
連
携
で
受
診
率
向
上
に
取

り
組
み
ま
す
。

令和５年度の主な事業令和５年度の主な事業
防災・健康づくり・公共施設管理・子育て支援防災・健康づくり・公共施設管理・子育て支援

一般会計予算の歳出一般会計予算の歳出
町民一人当たり町民一人当たり

428,964円428,964円

　歳出の主なものにつ　歳出の主なものにつ
いて、令和5年3月1日いて、令和5年3月1日
現在の人口26,550人現在の人口26,550人
で算出しています。で算出しています。

予算

い
わ
て
子
育
て
応
援
在
宅
育
児
支
援
金

い
わ
て
子
育
て
応
援
在
宅
育
児
支
援
金

４
５
７
万
円

　
保
育
所
な
ど
を
使
わ
な
い
生
後
２
カ

月
～
３
歳
未
満
の
子（
第
２
子
以
降
）の

養
育
世
帯
へ
応
援
金
を
支
給
し
ま
す
。

地
域
連
携
型
Ｐ
Ｐ
Ｐ
方
式
調
査
検
討

地
域
連
携
型
Ｐ
Ｐ
Ｐ
方
式
調
査
検
討

５
６
２
万
円

　
令
和
４
年
度
実
施
し
た
学
校
施
設
の

Ｚ
Ｅ
Ｂ
化
に
係
る
地
域
連
携
型
Ｐ
Ｐ
Ｐ

方
式
に
つ
い
て
、
公
共
施
設
運
営
の
財

政
的
な
合
理
化
お
よ
び
運
営
・
提
供
す

る
サ
ー
ビ
ス
内
容
の
質
の
向
上
の
た
め

他
の
公
的
不
動
産
に
つ
い
て
も
調
査
検

討
を
行
い
ま
す
。

出
産
・
子
育
て
応
援
事
業

出
産
・
子
育
て
応
援
事
業１

７
８
２
万
円

　
妊
娠
時
か
ら
出
産
・
子
育
て
ま
で
一

貫
し
た
相
談
支
援
と
経
済
的
支
援
を
一

体
と
し
て
実
施
し
ま
す
。

い
わ
て
子
育
て
応
援
保
育
料
無
償
化

い
わ
て
子
育
て
応
援
保
育
料
無
償
化

１
９
４
１
万
円

　
国
の
基
準
で
幼
児
教
育
・
保
育
の
無

償
化
の
対
象
外
の
第
２
子
以
降
の
３
歳

未
満
児
の
保
育
料
無
償
化
を
行
い
ま
す
。

消防費ほか

22,836円26,383円

※
Ｚ
Ｅ
Ｂ
…
ネ
ッ
ト・ゼ
ロ・エ
ネ
ル
ギ
ー・ビ
ル

の
略
で「
ゼ
ブ
」。快
適
な
室
内
環
境
を
実
現
し
つ

つ
、建
物
で
消
費
す
る
年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
収
支
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を
目
指
し
た
建

物
の
こ
と
。（
参
考・環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジhttps://

w
w

w
.env.go.jp/earth/zeb/

）
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